
事業事前評価表 
 

Ⅰ．対象事業名 
国名：インド   
案件名：タミルナドゥ州都市インフラ整備事業  
貸付契約調印日：2008 年 3 月 10 日 

承諾金額：8,551 百万円 

借入人：インド大統領(The President of India) 
Ⅱ．本行が支援することの必要性・妥当性 

インドにおいては、人口増加に伴う上水使用量の増加に上水道整備が追いつかず、また、

過度な地下水依存により地下水位が低下し、上水需給のアンバランスが深刻化している。ま

た、都市部への急激な人口流入、工業化による処理能力を超えた汚水の排出、自然浄化力を

はるかに上回る下水の河川等への垂れ流しの結果、生活環境が悪化し、汚染された水を媒介

とする下痢、肝炎などにより地域住民の健康が脅かされている。 
インド政府は、第 10 次 5 ヶ年計画（2002 年 4 月～2007 年 3 月）において、十分且つ安

全な飲料水の全国民への供給、主要な汚染河川の浄化及びその流域環境の改善を提唱してい

る。これを踏まえ、水資源省は国家水政策（2002 年 4 月）の中で、水資源配分の優先順位

を上水・灌漑・水力発電の順番に置くこと等を打ち出しており、環境森林省は国家河川保全

計画に基づく下水道整備に取り組んでいる。また、第 11 次 5 カ年計画（2007 年 4 月～2012
年 3 月）においては、国家都市再生ミッションの下での上下水道・衛生施設の整備の推進が

言及されている。 
本行の海外経済協力業務実施方針においては、「経済インフラの整備」、「環境問題への対

応」が対インド支援の重点分野として位置付けられており、本事業への支援は同方針に合致

する。 
インド南東部に位置するタミルナドゥ州（総人口 6,211 万人）は、2001 年の国内平均都

市人口率 28％に対し、同州都市人口率 44％と、国内で最も都市化が進行している州の一つ

である。これら都市部の州 GDP への貢献は 70％を占める一方、増大する都市人口に対して

上下水道ネットワーク整備が追いついておらず、州内の市レベルの地方自治体（157 市）は、

州が規定する目標給水量を供給できていない他、下水道処理施設を有するのは 11 市にとど

まり、衛生環境の悪化を招いている。このため同州政府は、2006 年、24 時間給水と州内の

市レベルの全地方自治体に下水道施設を整備する政策を掲げ、都市衛生環境の改善に注力し

ているが、大都市に対する中央・州政府の支援スキームが豊富であるのに対し、地方の中小

都市では利用可能な予算が不足し財務基盤も脆弱である。同州は、地方自治体の財務管理能

力の強化と地方都市インフラ整備を目的に、1996 年に州政府と民間金融機関の共同出資で

タミルナドゥ都市開発基金（TNUDF）を設立し、地方都市の上下水道整備を推進している。

TNUDF は、インド国内で初の官民出資の州開発基金であり、同基金を通じて、地方自治体

の能力強化と上下水道施設の整備を推進することを目的とした本事業に対し、本行が支援す

る必要性・妥当性は高い。 
Ⅲ．事業の目的等 

本事業は、インド南部のタミルナドゥ州の地方都市における上下水道施設整備に対し、タ

ミルナドゥ都市開発基金（TNUDF）を通して長期資金を供給することにより、人口増加の

進む地方都市への上下水サービスの提供を図り、もって地方都市の経済発展と地域の住民の

生活環境の改善に寄与するものである。 
Ⅳ．事業の内容 
1． 対象地域名：タミルナドゥ州 
2． 事業概要 
タミルナドゥ都市開発基金（TNUDF）を通じたツースップローンにより、同州の地方都

市に上下水道施設整備（新設・拡張等）に必要な資金を供給するもの。 



(1)サブプロジェクトの実施に必要な資金の供与 
(2) 研修（地方自治体の施工監理や維持管理面の能力向上を目的とした研修等） 
〔注〕対象地方自治体：対象となる地方自治体の財務状況、上下水道ニーズ、サブプロジェ

クトにかかる F/S の成熟度等を勘案し、TNUDF が融資先自治体を選定する。 
3． 総事業費 

9,824 百万円（うち、円借款対象額：8,551 百万円） 
4． スケジュール 

2008 年 4 月～2013 年 6 月を予定（計 63 ヶ月）。建設工事の完了をもって事業完成と

する。 
5． 実施体制 
(1) 借入人：インド大統領 (The President of India) 
(2) 実施機関：タミルナドゥ都市開発基金（Tamil Nadu Urban Development Fund） 
(3) 操業・運営／維持管理体制：(2)に同じ。サブプロジェクトについては各地方自治体。 
6． 環境及び社会面の配慮 
(1) 環境に対する影響／用地取得・住民移転 
① カテゴリ分類：FI 
② カテゴリ分類の根拠：本事業は、金融仲介者等に対し融資を行い、本行の融資承諾前に

サブプロジェクトが特定できず、かつそのようなサブプロジェクトが環境への影響をもつ

ことが想定されるため、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」（2002
年 4月制定）上、カテゴリ FI に該当する。 

③ その他：本事業では、世銀の環境ガイドラインに準じて作成された「環境社会フレーム

ワーク」に従い、実施機関が雇用する環境社会配慮専門家がサブプロジェクト選定時に環

境社会影響のカテゴリ分類及び必要な対応策等を確認する。環境社会配慮専門家が継続的

に雇用されることに加えて、過去に実施した世銀支援による類似事業において特段の問題

が生じていないことから、本事業においても適切な環境社会配慮がなされると判断され

る。 

(2) 貧困削減促進：特になし。 
(3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮等） 
    特になし。 
7． その他特記事項：特になし。 
Ⅴ．事業効果 
1． 運用・効果指標 

指標名 基準値 
（2007 年） 

目標値(2015 年) 
【事業完成 2 年後】 

上水道 
給水人口（千人） 800 900 

  一人当たりの一日の利用可能水量(L) 70-90 L 135 L 
給水時間（時間/日） 2 時間/隔日 6 時間/日 

下水道 
汚水処理人口（千人） - 100 
汚水処理量（m3/日） - 10,000 
下水道施設への接続戸数（戸） - 30,000 

 
2．受益者数 
 約 100 万人。 



〔注〕上記運用・効果指標及び受益者数は、アプレイザル時にインド側から提示された本事

業での支援対象となり得るサブプロジェクトを前提としたもの。サブプロジェクト確

定後、再度数値を見直す予定。 
3．内部収益率（経済的・財務的内部収益率）：算出せず。 
Ⅵ．外部要因リスク 

特段なし。 
Ⅶ．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

既往の上下水道整備事業の事後評価からは、TSLによるプロジェクトの円滑な実施をはか

るには、実施機関における財務体質の健全性やそれを補完する法制度・組織の整備が肝要で

ある、との教訓を得ている。本事業は、国内初の官民出資基金として注目度の高いTNUDF
が実施機関であり、3期に及ぶ世銀の地方自治体向けインフラ整備事業へのTSL経験を有し

ており、かつキャパシティビルディングの点で世銀事業との連携をもつものであることか

ら、世銀の実地経験を活かしつつ、本事業の円滑な実施を目指すものである。 
Ⅷ．今後の評価計画 
1. 今後の評価に用いる指標 
(1) 上水道 

① 給水人口（千人） 
② 一人当たりの一日の利用可能水量(L) 
③ 給水時間（時間／日） 

(2) 下水道 
① 汚水処理人口（千人） 
② 汚水処理量（m3／日） 
③ 下水道施設への接続戸数（戸） 

2. 今後の評価のタイミング 
事業完成 2 年後 

 


